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１【有価証券報告書の訂正報告書の提出理由】 

 平成19年６月29日に提出した第26期（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）有価証券報告書の記載事項の

一部に訂正すべき事項がありましたので、これを訂正するため、有価証券報告書の訂正報告書を提出するものでありま

す。 

  

２【訂正事項】 

第一部 企業情報 

第２ 事業の状況 

４ 事業等のリスク 

７ 財政状態及び経営成績の分析 

第４ 提出会社の状況 

 ２ 自己株式の取得等の状況 

３ 配当政策 

５ 役員の状況 

 ６ コーポレート・ガバナンスの状況  

[コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況] 

  

３【訂正箇所】 

 訂正箇所は＿線で示しております。 

  



第一部【企業情報】 

 第２【事業の状況】 

 ４【事業等のリスク】 

(７）資金調達リスク 

  （訂正前） 

    ①～②＜省略＞ 

③ 当社は、金融機関からの借入契約等の際に、財務制限条項を定めることがあります。この財務制限条項に抵触

する状況に陥った場合には、調達金利の上昇等が発生し、当社グループの事業活動、経営成績及び財政状態に

悪影響を及ぼす可能性があります。 
  
   （訂正後） 

    ①～②＜省略＞ 

③ 当社は、金融機関からの借入契約等の際に、財務制限条項を定めることがあります。この財務制限条項に抵触

する状況に陥った場合には、調達金利が上昇したり、請求により期限の利益を喪失するなど、当社グループの

事業活動、経営成績及び財政状態に悪影響を及ぼす可能性があります。 

  

７【財政状態及び経営成績の分析】 

   ５.資本の財源及び資金の流動性についての分析 

   (３) 当社の資金調達 

   （訂正前） 

 当連結会計年度におきましては、短期借入金及び長期借入金が合計2,652百万円、社債が1,296百万円の減少となっ

た一方、投資事業やファンド設立など拡大のための資金として6,000百万円を新株予約権付社債発行により新たに調

達しております。借入金及び社債の中には、抵触した場合にその利用が制限される財務制限条項（純資産額の維持、

営業貸付金の上限額設定等）が含まれるものも存在しますが、現時点において、当社はこれらの財務制限条項に抵触

することにより利用が制限される状況にはなり得ないと考えております。 

 なお、当連結会計年度においては、資本金及び資本準備金の増減はありません。 
  
   （訂正後） 

 当連結会計年度におきましては、短期借入金及び長期借入金が合計2,652百万円、社債が1,296百万円の減少となっ

た一方、投資事業やファンド設立など拡大のための資金として6,000百万円を新株予約権付社債発行により新たに調

達しております。借入金及び社債の中には財務制限条項（純資産額の維持、営業貸付金の上限額設定等）が含まれる

契約となっているものも存在します。財務制限条項に抵触した場合、契約により調達金利の上昇や請求により期限の

利益を喪失することがあります。現時点において、当社はこれらの財務制限条項に抵触することにより調達金利の上

昇や期限の利益を喪失する状況とはならないと考えております。 

 なお、当連結会計年度においては、資本金及び資本準備金の増減はありません。 

  



 第４【提出会社の状況】 

  ２【自己株式の取得等の状況】 

 (3)【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

 （訂正前） 

（注）当期間における取得自己株式には、平成19年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

りによる株式は含まれておりません。 

 （訂正後） 

（注）当期間における取得自己株式には、平成19年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

りによる株式は含まれておりません。 

区分 株式数（株） 価額の総額（円） 

当事業年度における取得自己株式 2,185 1,916,532 

当期間における取得自己株式  - - 

区分 株式数（株） 価額の総額（円） 

当事業年度における取得自己株式 2,185 1,916,532 

当期間における取得自己株式  323 232,883 



 (4)【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

  （訂正前） 

（注）当期間における保有自己株式数には、平成19年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買

取りによる株式は含まれておりません。 

  

  （訂正後） 

（注）当期間における保有自己株式数には、平成19年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買

取りによる株式は含まれておりません。 

  

３【配当政策】 

 (１) 基本方針 

  （訂正前） 

  利益配当につきましては、安定的かつ継続的な配当を会社経営の最重要事項の一つと認識し、配当性向は単体ベ

ースで原則30％以上として中長期的には50％程度を維持すべく、配当水準の向上を目指す所存であります。 

  また、内部留保については、基本的に将来の収益源となる営業投資活動に充当する方針であります。  
  
  （訂正後） 

   当社は、期末配当の年１回、剰余金の配当を行うことを基本方針としております。ただし、当社定款において中間

配当をすることができる旨を定めており、中間期の業績によっては中間配当を実施する所存であります。   

  利益配当につきましては、安定的かつ継続的な配当を会社経営の最重要事項の一つと認識し、配当性向は単体ベー

スで原則30％以上として中長期的には50％程度を維持すべく、配当水準の向上を目指す方針であります。 

  また、内部留保については、基本的に将来の収益源となる営業投資活動に充当する方針であります。  

  

区分 

当事業年度 当期間 

株式数（株） 
処分価額の総額

（円） 
株式数（株） 

処分価額の総額

（円） 

引き受ける者の募集を行つた取得自己株

式 
- - - - 

消却の処分を行つた取得自己株式 - - - - 

合併、株式交換、会社分割に係る移転を

行つた取得自己株式 
- - - - 

そ の 他 

（単元未満株式の売渡請求による売渡） 
- - - - 

保有自己株式数 2,114,833 - 2,114,833 - 

区分 

当事業年度 当期間 

株式数（株） 
処分価額の総額

（円） 
株式数（株） 

処分価額の総額

（円） 

引き受ける者の募集を行つた取得自己株

式 
- - - - 

消却の処分を行つた取得自己株式 - - - - 

合併、株式交換、会社分割に係る移転を

行つた取得自己株式 
- - - - 

そ の 他 

（単元未満株式の売渡請求による売渡） 
- - - - 

保有自己株式数 2,114,833 - 2,115,156 - 



５【役員の状況】 

  （訂正前） 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 

所有 

株式数 

（千株） 

代表取締役 

社長 
  立岡 登與次 昭和24年12月27日生

昭和49年４月 ㈱日立製作所入社 

平 成 1 8

年 ６ 月

の 定 時

株 主 総

会 か ら

２年間  

235 

 〃 63年７月 当社入社 

平成元年９月 同 名古屋支店長 

 〃 ２年12月 同 大阪支店長 

 〃 ４年４月 同 第一投資本部副本部長 

 〃 ６年４月 同 業務推進本部副本部長 

 〃 ６年６月 同 取締役 

 〃 ８年６月 同 常務取締役 

 〃 ８年10月 同 常務取締役投資本部 

副本部長 

 〃 10年４月 同 代表取締役社長 

 〃 13年10月 同 代表取締役社長投資業務管

掌（現）  

 〃 17年７月 有限責任中間法人 日本ベンチ

ャーキャピタル協会 会長

（現） 

専務取締役 
特命プロジェク

ト管掌 
佐々木 美樹 昭和26年１月１日生

昭和51年４月 ㈱日立製作所入社 

平 成 1 8

年 ６ 月

の 定 時

株 主 総

会 か ら

２年間  

88 

 〃 63年９月 公益法人ＳＲＩインターナショ

ナル入社 

平成２年11月 当社入社 審査部付部長 

 〃 ３年４月 同 審査本部調査部長 

 〃 ４年３月 同 第一投資本部投資第二部長 

 〃 ５年10月 同 第一投資本部副本部長 

 〃 ７年４月 同 コンサルティングセンター

コンサルティング部長 

 〃 ８年６月 同 取締役 

 〃 ９年６月 同 取締役コンサルティングセ

ンター本部長兼コンサルティン

グ部長 

 〃 10年４月 同 常務取締役海外本部長 

 〃 14年４月 同 常務取締役社長補佐、 

インベストメントバンキング 

業務管掌 

 〃 15年６月 同 専務取締役アメリカ投資業

務管掌 

 〃 16年４月 同 専務取締役戦略プロジェク

ト管掌（現）  

 



役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 

所有 

株式数 

（千株） 

専務取締役 
ファンド推進業

務管掌 
一志 眞人 昭和27年５月13日生

昭和52年４月 日本鋼管㈱(現ジェイ エフ イ

ー ホールディングス㈱)入社 

 平成18

年 ６ 月

の 定 時

株 主 総

会 か ら

２年間  

82 

平成元年５月 当社入社 

 〃 ３年４月 同 第一投資本部投資第二部長 

 〃 ４年３月 同 第三投資本部札幌支店長 

 〃 ５年10月 同 第二投資本部バンコク駐在

員事務所長 

 〃 ８年４月 同 投資本部投資第二部大阪支

店長 

 〃 ９年４月 同 投資本部付部長 

 〃 10年４月 同 海外本部副本部長 

 〃 10年６月 同 取締役 

 〃 10年10月 同 取締役組合業務本部長 

 〃 11年４月 同 取締役事業開発本部長 

 〃 12年６月 同 常務取締役事業開発本部長 

 〃 13年４月 同 常務取締役ファンド担当  

 〃 14年４月 同 常務取締役ファンド推進業

務管掌  

 〃 18年６月 同 専務取締役ファンド推進業

務管掌（現）  

専務取締役 

コーポレートオ

フィスグループ

管掌 

熊田 恒雄 昭和22年５月13日生

昭和46年４月 ㈱東京銀行（現㈱三菱東京ＵＦ

Ｊ銀行）入行 

平 成 1 8

年 ６ 月

の 定 時

株 主 総

会 か ら

２年間  

37 

平成３年５月 同 新橋支店次長 

 〃 ６年５月 同 ダラス支店長（兼）ヒュー

ストン出張所長 

 〃 ８年４月 ㈱東京三菱銀行（現㈱三菱東京

ＵＦＪ銀行）ヒューストン支店

長（兼）ダラス出張所長 

（参事） 

 〃 ９年10月 同 検査部 検査役 

 〃 10年10月 同 横浜支店長（兼）理事 

 〃 12年11月 当社管理本部副本部長 

 〃 13年４月 同 部長（経営企画グループ、

財務チーム担当） 

 〃 13年６月 同 常務取締役 

 〃 13年10月 同 常務取締役コーポレートオ

フィスグループ管掌 

 〃 19年６月 同 専務取締役コーポレートオ

フィスグループ管掌（現）  

 



役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 

所有 

株式数 

（千株） 

常務取締役 
国内投資業務管

掌兼大阪支店長 
福沢 秀敬 昭和33年８月13日生

昭和57年４月 住友商事㈱入社 

平 成 1 8

年 ６ 月

の 定 時

株 主 総

会 か ら

２年間  

35 

平成４年１月 当社入社 

 〃 ５年10月 同 第三投資本部札幌支店長 

 〃 ９年４月 同 投資本部大阪支店長 

 〃 10年４月 同 投資本部副本部長兼大阪支

店長 

 〃 10年６月 同 取締役 

 〃 13年４月 同 取締役投資部門担当兼大阪

支店長 

 〃 13年10月 同 取締役大阪支店長 

 〃 14年９月 同 取締役投資業務副管掌  

 〃 15年６月 

 〃 16年11月 

同 常務取締役投資業務副管掌 

同 常務取締役投資業務副管掌

兼大阪支店長（現）  

常務取締役 海外業務管掌 松本 守祥 昭和34年３月26日生

昭和57年４月 ジャパンライン㈱（現㈱商船三

井）入社 

平 成 1 8

年 ６ 月

の 定 時

株 主 総

会 か ら

２年間  

61 

平成元年７月 当社入社 

 〃 ９年４月 同 投資先本部投資先企業部長 

 〃 11年４月 同 事業開発本部企業開発チー

ムリーダー 

 〃 11年10月 同 ポートフォリオマネジメン

ト本部副本部長 

 〃 12年４月 同 ポートフォリオマネジメン

ト本部長 

 〃 12年６月 同 取締役 

 〃 13年４月 同 取締役インベストメントバ

ンキンググループ担当 

 〃 13年10月 同 取締役ポートフォリオ管理

グループ管掌兼海外関係会社 

管掌 

 〃 14年４月 同 取締役海外業務管掌 

 〃 19年６月 同 常務取締役海外業務管掌

（現）  

 



役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 

所有 

株式数 

（千株） 

取締役 

営業企画業務管

掌兼海外業務副

管掌 

細窪 政 昭和36年２月３日生

昭和58年４月 日本信託銀行㈱（現三菱UFJ信

託銀行㈱）入社 

平成19

年６月

の定時

株主総

会から

２年間  

26 

平成元年７月 当社入社 

 〃 ３年３月 同 第２投資本部マニラ駐在員

事務所長 

 〃 ７年４月 同 管理本部人事部次長 

 〃 10年４月 同 海外本部シンガポール駐在

員事務所長 

 〃 13年４月 同 名古屋支店長 

 〃 15年10月 同 投資企画チームリーダー 

 〃 17年４月 同 執行役員 営業企画チーム

リーダー 

 〃 19年１月 同 執行役員 営業企画管理チ

ーム、営業企画グローバルリン

ケージチーム担当 

 〃 19年６月 同 取締役営業企画業務管掌兼

海外業務副管掌（現） 

取締役 

バイアウト投資

業務管掌兼国内投

資業務福管掌  
法田 真一 昭和41年12月16日生

平成元年４月 商工組合中央金庫 入庫 

平成19

年６月

の定時

株主総

会から

２年間  
26 

 〃 ３年４月 当社入社 

 〃 ８年10月 同 投資本部 岡山支店長 

 〃 12年１月 同 事業開発本部 事業開発チ

ームリーダー 

 〃 12年11月 日本プライベートエクイティ

㈱ 取締役（出向） 

 〃 17年１月 日本プライベートエクイティ㈱ 

   代表取締役社長（出向） 

 〃 17年４月 当社執行役員 

 〃 19年６月 当社取締役バイアウト投資業務

管掌（現） 

 



  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 

所有 

株式数 

（千株） 

取締役 融資業務管掌 松倉 孝文 昭和35年７月４日生

昭和60年４月 ㈱八十二銀行 入行 

平成19

年６月

の定時

株主総

会から

２年間  

37 

 〃 63年11月 当社入社 

 〃 14年９月 同 大阪支店長 

 〃 16年１月 ジャイク・ファイナンス㈱取締

役 

 〃 18年４月 当社執行役員 ビジネスファイ

ナンス第2 チーム 担当 

 〃 19年３月 中央債権回収㈱ 取締役（出

向） 

 〃 19年６月 当社取締役融資業務管掌（現） 

監査役 常勤 金屋 憲二郎 昭和22年２月25日生

昭和45年４月 ㈱三和銀行（現㈱三菱東京ＵＦ

Ｊ銀行）入行 

平 成 1 9

年 ６ 月

の 定 時

株 主 総

会 か ら

４年間  

  

平成元年５月 同 東松山支店長   

 〃 ２年12月 同 浜松町支店長   

 〃 ５年４月 同 深川支店長   

 〃 ８年５月 同 横浜支店長   

 〃 11年６月 東洋不動産販売㈱ 代表取締役

社長 
32 

 〃 13年６月 殖産住宅相互㈱ 取締役   

 〃 14年７月 当社 第３ファンド 

マネージャー 
  

 〃 15年６月 同 常務取締役融資業務管掌

（現）    

 〃 19年６月 当社監査役（現）   

計 
584 



  （訂正後） 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 

所有 

株式数 

（千株）

代表取締役 

社長 
  立岡 登與次 昭和24年12月27日生

昭和49年４月 ㈱日立製作所入社 

平成18

年 ６ 月

の 定 時

株 主 総

会 か ら

２年間  

235 

 〃 63年７月 当社入社 

平成元年９月 同 名古屋支店長 

 〃 ２年12月 同 大阪支店長 

 〃 ４年４月 同 第一投資本部副本部長 

 〃 ６年４月 同 業務推進本部副本部長 

 〃 ６年６月 同 取締役 

 〃 ８年６月 同 常務取締役 

 〃 ８年10月 同 常務取締役投資本部 

副本部長 

 〃 10年４月 同 代表取締役社長 

 〃 13年10月 同 代表取締役社長投資業務管掌 

 〃 15年10月 JAIC Asia Holdings Pte. Ltd. President

（現） 

 〃 17年７月 有限責任中間法人 日本ベンチャーキャピ

タル協会 会長（現） 

 〃 19年６月 当社 代表取締役社長（現）  

専務取締役 

特命プロ

ジェクト

管掌 

佐々木 美樹 昭和26年１月１日生

昭和51年４月 ㈱日立製作所入社 

平成18

年 ６ 月

の 定 時

株 主 総

会 か ら

２年間  

88 

 〃 63年９月 公益法人ＳＲＩインターナショナル入社 

平成２年11月 当社入社 審査部付部長 

 〃 ３年４月 同 審査本部調査部長 

 〃 ４年３月 同 第一投資本部投資第二部長 

 〃 ５年10月 同 第一投資本部副本部長 

 〃 ７年４月 同 コンサルティングセンターコンサルテ

ィング部長 

 〃 ８年６月 同 取締役 

 〃 ９年６月 同 取締役コンサルティングセンター本部

長兼コンサルティング部長 

 〃 10年４月 同 常務取締役海外本部長 

 〃 14年４月 同 常務取締役社長補佐、 

インベストメントバンキング 

業務管掌 

 〃 15年６月 同 専務取締役アメリカ投資業務管掌 

 〃 16年４月 同 専務取締役戦略プロジェクト管掌 

 〃 17年８月 JAICシードキャピタル㈱代表取締役社長

（現） 

 〃 19年６月 当社 専務取締役特命プロジェクト管掌

（現）  

 



役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 

所有 

株式数 

（千株）

専務取締役 
ファンド推

進業務管掌 
一志 眞人 昭和27年５月13日生 

昭和52年４月 日本鋼管㈱(現ジェイ エ

フ イー ホールディングス

㈱)入社 

 平成18

年 ６ 月

の 定 時

株 主 総

会 か ら

２年間  

82 

平成元年５月 当社入社 

 〃 ３年４月 同 第一投資本部投資第二

部長 

 〃 ４年３月 同 第三投資本部札幌支店

長 

 〃 ５年10月 同 第二投資本部バンコク

駐在員事務所長 

 〃 ８年４月 同 投資本部投資第二部大

阪支店長 

 〃 ９年４月 同 投資本部付部長 

 〃 10年４月 同 海外本部副本部長 

 〃 10年６月 同 取締役 

 〃 10年10月 同 取締役組合業務本部長 

 〃 11年４月 同 取締役事業開発本部長 

 〃 12年６月 同 常務取締役事業開発本

部長 

 〃 12年10月 日本プライベートエクイテ

ィ㈱代表取締役社長 

 〃 13年４月 当社 常務取締役ファンド担

当  

 〃 14年４月 同 常務取締役ファンド推進

業務管掌  

 〃 17年１月 日本プライベートエクイテ

ィ㈱代表取締役会長兼CEO

（現） 

 〃 18年６月 当社 専務取締役ファンド推

進業務管掌（現）  

専務取締役 

コーポレー

トオフィス

グループ管

掌 

熊田 恒雄 昭和22年５月13日生 

昭和46年４月 ㈱東京銀行（現㈱三菱東京

ＵＦＪ銀行）入行 

平 成 1 8

年 ６ 月

の 定 時

株 主 総

会 か ら

２年間  

37 

平成３年５月 同 新橋支店次長 

 〃 ６年５月 同 ダラス支店長（兼）ヒ

ューストン出張所長 

 〃 ８年４月 ㈱東京三菱銀行（現㈱三菱

東京ＵＦＪ銀行）ヒュース

トン支店長（兼）ダラス出

張所長 

（参事） 

 〃 ９年10月 同 検査部 検査役 

 〃 10年10月 同 横浜支店長（兼）理事 

 〃 12年11月 当社管理本部副本部長 

 〃 13年４月 同 部長（経営企画グルー

プ、財務チーム担当） 

 〃 13年６月 同 常務取締役 

 〃 13年10月 同 常務取締役コーポレー

トオフィスグループ管掌 

 〃 16年４月 ジャイク事務サービス㈱代

表取締役社長（現） 

 〃 19年６月 当社 専務取締役コーポレー

トオフィスグループ管掌

（現）  

 



役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 

所有 

株式数 

（千株）

常務取締役 

国内投資

業務管掌

兼大阪支

店長 

福沢 秀敬 昭和33年８月13日生 

昭和57年４月 住友商事㈱入社 

平成18

年 ６ 月

の 定 時

株 主 総

会 か ら

２年間  

35 

平成４年１月 当社入社 

 〃 ５年10月 同 第三投資本部札幌支店長 

 〃 ９年４月 同 投資本部大阪支店長 

 〃 10年４月 同 投資本部副本部長兼大阪支店長 

 〃 10年６月 同 取締役 

 〃 13年４月 同 取締役投資部門担当兼大阪支店長 

 〃 13年10月 同 取締役大阪支店長 

 〃 14年４月 ㈱ジャイク経営研究所代表取締役社長

（現） 

 〃 14年９月 当社 取締役投資業務副管掌  

 〃 15年６月 同 常務取締役投資業務副管掌 

 〃 16年11月 同 常務取締役投資業務副管掌兼大阪支店

長 

 〃 19年６月 同 常務取締役国内投資業務管掌兼大阪支店

長（現）  

常務取締役 
海外業務

管掌 
松本 守祥 昭和34年３月26日生 

昭和57年４月 ジャパンライン㈱（現㈱商船三井）入社 

平成18

年 ６ 月

の 定 時

株 主 総

会 か ら

２年間  

61 

平成元年７月 当社入社 

 〃 ９年４月 同 投資先本部投資先企業部長 

 〃 11年４月 同 事業開発本部企業開発チームリーダー 

 〃 11年10月 同 ポートフォリオマネジメント本部副本

部長 

 〃 12年４月 同 ポートフォリオマネジメント本部長 

 〃 12年６月 同 取締役 

 〃 13年４月 同 取締役インベストメントバンキンググ

ループ担当 

 〃 13年10月 同 取締役ポートフォリオ管理グループ管

掌兼海外関係会社 

管掌 

 〃 14年４月 同 取締役海外業務管掌 

 〃 19年１月 JAIC America Inc. President & CEO (現） 

 〃 19年６月 当社 常務取締役海外業務管掌（現）  

 



役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 

所有 

株式数 

（千株）

取締役 

営業企画業

務管掌兼海

外業務副管

掌 

細窪 政 昭和36年２月３日生 

昭和58年４月 日本信託銀行㈱（現三菱UFJ

信託銀行㈱）入社 

平成19

年６月

の定時

株主総

会から

１年間  

26 

平成元年７月 当社入社 

 〃 ３年３月 同 第２投資本部マニラ駐

在員事務所長 

 〃 ７年４月 同 管理本部人事部次長 

 〃 10年４月 同 海外本部シンガポール

駐在員事務所長 

 〃 13年４月 同 名古屋支店長 

 〃 15年10月 同 投資企画チームリーダ

ー 

 〃 17年４月 同 執行役員 営業企画チー

ムリーダー 

 〃 19年１月 同 執行役員 営業企画管理

チーム、営業企画グローバ

ルリンケージチーム担当 

 〃 19年６月 同 取締役営業企画業務管

掌兼海外業務副管掌（現） 

取締役 

バイアウト

投資業務管掌

兼国内投資業

務副管掌  

法田 真一 昭和41年12月16日生 

平成元年４月 商工組合中央金庫 入庫 

 平成19

年６月

の定時

株主総

会から

１年間  
26 

 〃 ３年４月 当社入社 

 〃 ８年10月 同 投資本部 岡山支店長 

 〃 12年１月 同 事業開発本部 事業開発

チームリーダー 

 〃 12年11月 日本プライベートエクイテ

ィ㈱ 取締役（出向） 

 〃 17年１月 日本プライベートエクイティ

㈱ 代表取締役社長（出向） 

 〃 17年４月 当社執行役員 

 〃 19年６月 日本プライベートエクイテ

ィ㈱代表取締役社長（現） 

 〃 19年６月 当社取締役バイアウト投資

業務管掌兼国内投資業務副

管掌（現） 

 



  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 

所有 

株式数 

（千株）

取締役 
融資業務管

掌 
松倉 孝文 昭和35年７月４日生 

昭和60年４月 ㈱八十二銀行 入行 

平成19

年６月

の定時

株主総

会から

１年間  

37 

 〃 63年11月 当社入社 

 〃 14年９月 同 大阪支店長 

 〃 16年１月 ジャイク・ファイナンス㈱

取締役 

 〃 18年４月 当社執行役員 ビジネスファ

イナンス第2 チーム 担当 

 〃 19年３月 中央債権回収㈱ 取締役（出

向） 

 〃 19年６月 当社取締役融資業務管掌

（現） 

監査役 常勤 金屋 憲二郎 昭和22年２月25日生 

昭和45年４月 ㈱三和銀行（現㈱三菱東京

ＵＦＪ銀行）入行 

平 成 1 9

年 ６ 月

の 定 時

株 主 総

会 か ら

４年間  

  

平成元年５月 同 東松山支店長   

 〃 ２年12月 同 浜松町支店長   

 〃 ５年４月 同 深川支店長   

 〃 ８年５月 同 横浜支店長   

 〃 11年６月 東洋不動産販売㈱ 代表取

締役社長 
32 

 〃 13年６月 殖産住宅相互㈱ 取締役   

 〃 14年７月 当社 第３ファンド 

マネージャー 
  

 〃 15年６月 同 常務取締役融資業務管

掌 
  

 〃 15年６月 ジャイク・ファイナンス㈱

代表取締役社長 
  

 〃 19年６月 当社監査役（現）   

計 
584 



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

 [コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況] 

 １．会社の経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体勢の状況 

 (1) 会社の機関の内容 

  （訂正前） 

 ＜前略＞ 

記載なし 
  

  （訂正後） 

 ＜前略＞ 

＜その他＞ 

①当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が

出席し、その議決権の過半数をもって行う旨定款に定めております。 

②当社は、取締役会の決議によって、会社法第454条第５項に定める剰余金の配当（中間配当）をすることができる

旨を定款に定めております。これは、株主に対する利益還元の機会を増やし、株主の便宜を図ることを目的とする

ものであります。 

③当社は、取締役会の決議によって、会社法第165条第２項に定める自己の株式を取得することができる旨を定款に

定めております。これは、資本効率の向上と経営環境に応じた機動的な資本政策の遂行を目的とするものでありま

す。 

④当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株主の

議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めております。

これは、株主総会における定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的とするものであ

ります。 

  

 (2) 業務執行体制 

 （訂正前）   

 ＜経営会議・各決裁機関＞ 

 当社は、取締役会に加え、経営会議、投資委員会及びプロジェクト委員会を原則週１回開催しております。経営会

議は、取締役会付議事項に係る意思決定の迅速化を図るための機関であり、常勤取締役と常勤監査役によって構成さ

れております。投資委員会及びプロジェクト委員会は、営業上の投融資を決裁する機関であり、取締役会が任命した

構成員（担当取締役及び執行役員）によって構成されております。 

  （訂正後） 

 ＜経営会議・各決裁機関＞ 

 当社は、取締役会に加え、経営会議、投資委員会及びプロジェクト委員会を原則週１回開催しております。経営会

議は、取締役会付議事項に係る意思決定の迅速化を図るための機関であり、常勤取締役によって構成されておりま

す。投資委員会及びプロジェクト委員会は、営業上の投融資を決裁する機関であり、取締役会が任命した構成員（担

当取締役及び執行役員）によって構成されております。 
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